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(4) 多くの私立大学では， 1918 (大正 7) 年の「大学令」による大学昇格を契機として，昭和初
期頃までには，助手・講師・助教授や留学を経由して教授に昇進する養成ルートが部分的に確立
した.それとともに，母校出身者の採用も少しずつ増加していきインブリーディングの傾向を強


































(2) 講座制は，教授・助教授といった職階制が成立した後の明治 26 年に導入されたものである
が， 1 講座を l 人の教授ないし助教授が担任するため，導入期には職階制と講座制とが完全にリン
クしていなかった.したがって，助教授職は教授への昇進を前提として設けられたポストではな
かった.
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学位規則第 4 条 2 項該当











































































が多いが、本論文は、 1600 人におよぶアンケート調査と、 6 人の校種の異なる教師への面接調査
および授業分析を用いて、社会科教師の職能発達の実態に迫ったものである。この規模の調査は
全国的に見ても数少なく、調査研究としても高く評価できょう。ただ一方で、一般教師の実態を
つかむためには、多様な背景や授業観を持つ教師群に即して質的調査を行う必要があるなどの課
題は残る。
第二に、本論文では、社会科の教師の職能発達を、教科教育の専門家としての実践的知識の連
続的変容として捉えてきた。これによって変容に有効に働きかける「省察の過程」を明らかにす
ることが可能となり、さらに、省察を日常場面において活発化する「主体性J I共感性 I協同性」
という要因を特定することができた。これによって本論文は、学校現場で有効な「反省的授業研
究」の方法を提案するにいたった。これまで必ずしも明確には捉えられてこなかった教師の職能
発達の概念を明らかにし、そのための方法を明示した点で、本論文は高く評価できる。しかしな
がら、この「主体性共感性協同性」という「反省的授業研究」の成立要因は、実践者自身
や対話者間でのみ認められる感覚であり、第三者への言語化した説明が困難なものでもある。本
教219
一」
論文では、言説の分析や PAC 分析による教師の授業観の変容でその有効性を論証しようとしてい
るものの、さらなる理論の客観化・精微化が必要であることは否めない。
第三に、本論文の「反省的授業研究」の方法は、教科の特性や職能発達段階における課題に応
じた実用的方法であり、日常場面においても使用可能である。本論文中でも、「日常場面における
省察」が教師の実践的知識の連続的変容に有効であることが理論的・実態的に証明されていたが、
本論文の「反省的授業研究」の方法は、この部分に有効に働く可能性のある数少ない授業研究方
法であると言えよう。今後、この方法を基盤としつつ、調査事例数を拡大させ、さらなる改善を
行なうことが期待される。
審査の結果、以上のようないくつかの課題も残されているが、これまでにない形で、実際に日
本の学校現場に採り入れることのできる有効な「反省的授業研究」の方法を提案することができ
たことは、高く評価できる。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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